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貸借対照表 

 
(2017 年３月 31 日現在) 

                                                                        （単位：千円） 

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 1,526,436 流 動 負 債 536,928 

現 金 預 金 908,213 工 事 未 払 金 207,253 

電 子 記 録 債 権 3,900 未 払 金 23,578 

完 成 工 事 未 収 入 金 531,907 未 払 費 用 12,851 

未 成 工 事 支 出 金 41,220 未 払 法 人 税 等 91,665 

前 払 費 用 2,072 未 成 工 事 受 入 金 83,056 

短 期 保 証 金 6,875 未 払 消 費 税 41,946 

    仮  払  金 8,667 預 り 金 9,477 

繰 延 税 金 資 産 34,380 賞 与 引 当 金 67,100 

貸 倒 引 当 金 ▲10,800   

    

固 定 資 産 96,757   

有 形 固 定 資 産 43,513   

  建 物 ・ 構 築 物 11,254 固 定 負 債 13,955 

機 械 ・ 運 搬 具 7,062 退 職 給 付 引 当 金 13,955 

工 具 器 具 ・ 備 品 25,196   

    

    

  負 債 合 計 550,883 

  純   資   産   の   部 

  株 主 資 本 1,072,310 

無 形 固  定  資  産 8,654 資 本 金 85,000 

    ソ フ ト ウ ェ ア 8,560 利 益 剰 余 金 825,114 

    電 話 加 入 権 94  利 益 準 備 金 21,250 

   そ の 他 利 益 剰 余 金 966,060 

投 資 そ の 他 の 資 産  44,590        別 途 積 立 金 50,000 

出 資 金 210     繰 越 利 益 剰 余 金 916,060 

    長 期 前 払 費 用 495   

    長 期 保 証 金 39,025   

繰 延 税 金 資 産 4,860   

    

  純 資 産 合 計 1,072,310 

資 産 合 計 1,623,194 負 債 純 資 産 合 計 1,623,194 
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個別注記表 
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準および評価方法 
①有価証券 

   その他の有価証券 

    時価のあるもの    決算日の市場価格等にもとづく時価法(評価差額は全部純資産直入法 

により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

 時価のないもの    移動平均法による原価法 

  ②たな卸資産          

      未成工事支出金    個別法による原価法 

 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 
定率法 

ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備を除く）および 2016 年 4 月 1 日

以降に取得する建物附属設備、構築物については定額法を採用しております。 

 

② 無形固定資産 
定額法  

       

 

（３）引当金の計上基準 

 

①貸倒引当金 
売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 

②工事損失引当金 
受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、

かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上することにしてお

ります。 

 

③賞与引当金 
従業員の賞与の支給に充てるため、当事業年度に負担すべき賞与支給見込額を計上しておりま 

す。 

 

④退職給付引当金 
従業員の退職金の支給に充てるため、当事業年度に負担すべき退職金支給見込額を計上しており

ます。 

 

（４）完成工事高の計上基準 

売上高のうち完成工事高の計上基準は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準

を適用しております。 

 

（５）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額                95,917 千円 

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債務 674 千円 

  

  

 

 


